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地域公共交通の活性化・再生について

平成１９年１月

国 土 交 通 省

参考資料
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公共交通からマイカーへシフト公共交通からマイカーへシフト

◆各交通機関の輸送分担率の推移（三大都市圏以外）

三大都市圏以外での昭和５０年→平成１５年にかけての輸送分担率
・自家用自動車等 ５０％→８４％（３４％増）
・公 共 交 通 ５０％→１６％（３４％減）
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ＪＲ（国鉄） 民鉄 地下鉄 バス 自家用自動車等
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・ＪＲ富山港線（全長８ｋｍ）をＬＲＴ化（全長７．６ｋｍ）し、併せて新駅の設置、運行ダイヤ
の増発などのサービスレベルの向上を図り、富山市北部地域と富山駅を結ぶ (平成18年４月29日
開業) 

ＬＲＴの整備（富山港線ＬＲＴ化事業の事例）ＬＲＴの整備（富山港線ＬＲＴ化事業の事例）

○国、自治体の支援
ＬＲＴシステム整備費補助（約７億円）
路面電車走行空間改築事業（約８億円）
幹線鉄道等活性化事業費補助（約０．２億円）

等

○ＪＲ西日本からの富山市の街づくり
への協力金
（１３．９億円）

○富山市、富山県、地元企業からの出資
（出資比率
市：約１／３、県：約１／６、地元企業：約１／２）

○市民からの寄付金
電停内ベンチの記念寄付の募集
電停内広告の募集
新電停の名称の募集（ネーミングライツ）
富山港線路面電車事業助成基金の創設

多様な主体からの支援多様な主体からの支援
富山駅

ＪＲ北陸本線

鉄道区間の廃止

軌道新設（1.1km）

利用状況利用状況（１日平均利用者数）（１日平均利用者数）

６０００

４０００

２０００

（人）

平成１４年 １５年 １６年 １７年 １８年

平成１８年４月開業後

の平均

3429 3217 3115 3212

5041

２
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地下鉄・ＬＲＴ建設コスト等地下鉄・ＬＲＴ建設コスト等

乗車定員 車両１編成価格

地下鉄 １，５１８人 １２億円（１０両）

１４９人 ３．２億円（５両）

８０人 ２．３億円（２両）

連節バス １２８人 ０．６億円

バス 約７０人 ０．２～０．２５億円

LRT

大型ノンステップバス

広島電鉄グリーンムーバーmax

東京メトロ１００００系電車

神奈川中央交通ツインライナー

車両

富山ライトレール

14,000

64,000

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000

ＬＲＴ

地下鉄

○最大輸送力［片道当たり］（人／時） ○１㎞当たり建設費（億円）

○車両１編成価格［おおよその目安］

22

32

292

271

290

0 50 100 150 200 250 300 350

ドイツ　オーバーハウゼン

フランス　ストラスブールＡ線

東京都　大江戸線
（練馬～光が丘）

名古屋市　桜通線
（中村区役所～野並）

神戸市　海岸線
（新長田～三宮・花時計前）

Ｌ
Ｒ
Ｔ

地
下
鉄

地

下

鉄

Ｌ

Ｒ
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① 湘南台駅への新たな鉄道の乗り入れにより湘南台駅利用者が倍増（5万人→10万人）
② 公共交通の不便な藤沢西北部地域の存在

課題

新たな公共交通システム導入検討委員会
(H15.5～)

藤沢西北部地域支線バス交通協議会
(H16.1～)

＜多様な主体による支援＞

・県警がＰＴＰＳ整備
・県、市、国土交通省がツインライナー・ＰＴＰＳ
車載機、 バスロケーションシステム導入、
支線バス運行費、バス停整備費を補助

・道路管理者が車両通行を特認（道路法）

・関東運輸局が車両規格を特認（道路運送車
両法）

・県警、道路管理者が走行環境を整備

駅前の混雑緩和・定時性確保
（14分→8分）と公共交通不便
地域への支線バス網整備を実現

ＢＲＴの整備（藤沢市における日本型ＢＲＴ整備の事例）ＢＲＴの整備（藤沢市における日本型ＢＲＴ整備の事例）

自宅の近く：
フィーダー（支線）バス

＝：ツインライナー
―：ふじみ号
… 通常バス

通常バス路線：通常バス＆ツインライナー
ＰＴＰＳ（公共車両優先システム）を強化

【運行路線イメージ】 １２９人乗り

３２人乗り

大量輸送の連節バス「ツインライナー」と支線バス「ふじみ号」による新たな公共交通システムを導入（H17.3～）

・地域の多様な主体による検討、支援により、新たな公共交通システム導入が実現

平面床が約１５ｍ続く、ノンステップ車両
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日本型ＢＲＴの推進日本型ＢＲＴの推進

連節ノンステップバスやＰＴＰＳ（公共車両優先システム）の一体導入や乗り継ぎ施設の整備を促進

約６，０００万円約２，０００万円値段

約１３０名約７０名定員

連節バス

（ドイツから輸入）
通常の路線バス

＜連節ノンステップバスの特徴＞
○ 大量輸送が可能（定員１２９名）
○ 平面床が約１５ｍ続く、ノンステップ車両によるバリアフリー対応
○ 最小回転半径が通常のバスとほぼ同じで、一般の道路を走行可能
○ 通常のバスより環境負荷の少ないエンジンを採用
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（平成１８年３月３１日）

盛岡市
(H12.2.1)

浜松市
(H9.12.25)

松山市
(H17.3.30)

松江市
(H11.2.19)

奈良市
(H12.12.26)

金沢市
(H11.2.19) 仙台市

(H14.3.29)

鎌倉市
(H12.3.10)

静岡市
(H12.12.26)

・オムニバスタウンは、バス交通を活用したまちづくりを通じ、安全で豊かな暮らしやすい地域の実現を図ることを目的とし
て国土交通省、警察庁が連携して創設した制度

・市町村を中心とする関係者の一体的な取組としてオムニバスタウン計画を作成し、関係機関が連携して支援

オムニバスタウンについてオムニバスタウンについて

岐阜市
(H14.12.20)

熊本市
(H12.12.26)

オムニバスタウン計画に盛り込む基本的な施策

○バス走行環境の改善
・バス専用・優先レーンの整備、公共車両優先システム
（PTPS）の整備、交通規制 等

○バス交通円滑化のための交通施設等の整備・改善
・パークアンドバスライド、道路整備、バスターミナルの整
備・改善 等

○バスの利便性等の向上
・バスロケーションシステムの整備、ノンステップバス等バ
ス車両の導入、バス停整備、コミュニティバスの運行、乗
継・共通運賃制度、バスカード導入 等

○バスの社会的意義の認識の高揚
・広報、バス利用促進のイベントの開催 等

バスロケーションシステム 屋根付きバス停

岡山市
(H14.12.20)

＜写真：盛岡市の事例＞ （平成１８年３月３１日現在）

新潟市が指定申請に向けて
協議会を開催予定

オムニバスタウン指定都市
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・津と中部国際空港との航路を開設（平成１７年２月）
・同航路へバリアフリー化された高速船（市が建造）を投入
・港湾施設（浮桟橋、旅客船ターミナル等）を整備

海上運送サービスの改善（津市）海上運送サービスの改善（津市）

通勤に利用する乗客も発生するなど、地域における公共交通の利便性が大きく向上通勤に利用する乗客も発生するなど、地域における公共交通の利便性が大きく向上

＜高速船 「フェニックス」＞

＜高速船の使用＞

＜関係主体の連携＞

○船舶は市が建造し、運航会社に貸渡し

○県と市が港湾施設（浮桟橋、旅客船ターミナル等）を整備

○船内は完全なバリアフリー設計

○車いす専用座席完備

○波による船体の揺れが少なく、３０ノットで航行が可能

＜快適なアクセス航路＞

平成１７年２月より、
津と中部国際空港とを
直結する航路を開設

多様な主体の連携により、
高度な運送サービスが実現

・約半分の所要時間
（約１時間３０分→約４０分）

・約７割の料金
（２，７００円→１，８９０円）

利便性の大幅な向上

例： 鉄道との比較

交通の利便性の向上を図るため、平成１４年１月より、
学識経験者、地方公共団体、事業主体等を構成員とする
協議会において、海上アクセスについての検討を実施

７
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～富山県富山市 岩瀬浜駅における乗継円滑化
（H18.4～）

○ 富山ライトレールの開業と併せてフィーダーバ
スの運行を開始し、スムーズな乗換を実現。

乗継の改善（富山市、廿日市市の事例）乗継の改善（富山市、廿日市市の事例）

～広島県廿日市市 鉄道とバスのホーム一体化
（H18.6 ～）
○ 広島電鉄宮島線と、新興団地などを結ぶ広
電バス、および廿日市市内を循環する市営さく
らバス（コミュニティバス）とで共用され、乗り継
ぎ利便向上。
広島電鉄宮島線平良駅利用者数
： 開業前（18年５月）約５．２万人
→開業後（18年８月）約６．４万人
※データ：広島電鉄提供 磁気カードによる乗降人数による

・鉄軌道とバスのホームを一体化するなどの交通結節点改善により、乗り継ぎ利便が向上

８
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交通系ICカードの導入状況交通系ICカードの導入状況

・相互利用化の例
京阪神圏…「PiTaPa」「ICOCA」 JR西日本、阪急電鉄 その他 22事業者 （2006年10月現在）
首都圏 …「PASMO」「Suica」 JR東日本、東京メトロ その他 100事業者 （2007年3月18日（予定））

凡例

山梨交通
｢バスICカード｣
2000年2月～

奈良交通
｢CI-CA｣

2004年12月
宮崎交通
｢宮交バスカ｣
2002年10月

鹿児島交通等
｢いわさきICカード｣

2005年4月

西日本鉄道
2008年3月予定

北海道北見バス
｢ICバスカード｣

2003年3月

福島交通
｢バスICカード｣

2001年4月

平和交通
｢タウンバスカード｣

2004年2月

東急トランセ
｢トランセカード｣

1998年7月

磐田郡豊田町
（現在：磐田市）

｢豊田町ユーバスカード｣
1997年10月

高松琴平電気鉄道
コトデンバス
｢IruCa｣

2005年2月

伊予電鉄
｢ICい～カード｣

鉄道、バス、タクシー
2005年8月

スルッとKANSAI
｢PiTaPa｣

鉄道、バス、物販等
2004年8月

㈱パスモ
｢PASMO｣
鉄道、バス

2007年3月予定

JR東日本(首都圏)
｢Suica｣
物販、鉄道
2001年11月

遠州鉄道
｢Nice Pass｣
バス、鉄道
2004年8月

北陸鉄道
｢ICa｣

鉄道、バス
2004年12月

札幌総合情報ｾﾝﾀｰ
｢S.M.A.Pカード｣
地下鉄、物販等

1999年11月

鹿児島市交通局等
｢Rapica｣

2005年4月

JR西日本
｢ICOCA｣
物販、鉄道
2003年11月

JR北海道
2009年予定

埼玉高速鉄道
｢IC定期券｣
2002年3月

東京モノレール
｢モノレールSuica｣

2002年4月

JR東日本(仙台圏)
｢Suica｣

2003年10月

東京臨海高速鉄道
｢りんかいSuica｣

2002年12月

JR東海(静岡県)
｢TOICA｣

2007年度予定

しずてつジャストライン
｢LuLuCa｣
2006年3月
静岡鉄道

2006年10月

東京急行電鉄
｢せたまる｣
2002年7月

JR東海(名古屋
圏)

｢TOICA｣
2006年11月

愛知環状鉄道
05.01.29～31試験

JR東日本(新潟圏)
｢Suica｣

2006年1月

富山ライトレール
｢passca｣

2006年4月

長崎県交通局等
｢長崎スマートカード｣

2002年1月

◆交通系ICカードの導入状況
（出典；国土交通省鉄道局資料をもとに
総合政策局交通計画課作成）

※点線は実験を実施済

バスマルチモーダル 鉄道

道北バス
｢Doカード｣
1999年11月

両備バス等
｢Hareca｣

バス、路面電車
2006年10月

北九州市交通局
｢ひまわりバスカード｣

2001年9月

スカイレールサービス
｢IC定期券｣
1998年8月

神姫バス
｢NicoPa｣

2006年1月

岐阜乗合自動車
｢ayuca｣

2006年12月

近江鉄道
｢バスICカード｣

2003年4月
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地方鉄道の再生（三岐鉄道・北勢線の事例）地方鉄道の再生（三岐鉄道・北勢線の事例）

三岐鉄道・北勢線における維持・再生事例（三重県）

○平成15年4月： 三岐鉄道営業開始
（近鉄は、鉄道施設を無償譲渡）

・国による支援

－公共交通活性化総合プログラム

－幹線鉄道等活性化事業費補助

・「ひと駅いちテーマ」とした、周辺住民

が自ら主体となった駅の運営の実施

○国・自治体による総合的な支援

○周辺住民の取組例

－まちづくり交付金

・沿線自治体による支援

→ 関係者の合意形成

→ 施設整備による所要時間短縮

→ 駅前整備、駐輪場整備、Ｐ＆Ｒ

－自治体が用地取得、三岐鉄道に無償貸与
－運営費補助

－鉄道軌道近代化設備整備費補助

→ サービス改善設備の整備

・三岐鉄道・北勢線は、沿線自治体による支援、国による支援、周辺住民の取組が一体となって路線の維持・
再生を実現

－施設整備への補助



11

ＤＭＶ（Dual Mode Vehicle）についてＤＭＶ（Dual Mode Vehicle）について

H18.7～ 「共同検討会」の設置 （国土交通省・ＪＲ北海道）
→ 技術面・安全面の課題に対応したガイドラインの作成

H18.9～ 「技術評価委員会」の設置 （専門家等）
→ ガイドラインの安全性関係部分に関する助言

※H19.4～ 「試験的営業運行」を計画中（ＪＲ北海道）

H18.7～ 「共同検討会」の設置 （国土交通省・ＪＲ北海道）
→ 技術面・安全面の課題に対応したガイドラインの作成

H18.9～ 「技術評価委員会」の設置 （専門家等）
→ ガイドラインの安全性関係部分に関する助言

※H19.4～ 「試験的営業運行」を計画中（ＪＲ北海道）

ＤＭＶの開発状況

①運営費、メンテナンスコストの削減
・車両燃費が鉄道車両の約１／４
・車両保守費が鉄道車両の約１／８

②車両の導入コストの削減
・車両購入費が鉄道車両の約１／７

③他交通機関への乗継の解消

①運営費、メンテナンスコストの削減
・車両燃費が鉄道車両の約１／４
・車両保守費が鉄道車両の約１／８

②車両の導入コストの削減
・車両購入費が鉄道車両の約１／７

③他交通機関への乗継の解消

ＤＭＶの特徴

※ＪＲ北海道資料より

・ＤＭＶとは、道路から鉄道への乗入れを可能とする特殊な構造の車輪を備え、「モードインターチェンジ」という
走行モード変換装置を介して、道路と線路の双方を自由に走行できる車両
・線路内は鉄道用の車輪により走行するが、道路用後部タイヤが線路に接し駆動する仕組み

①線路上運行時の走行位置の検知
②輸送力拡大のために必要となる、(1)連結運行時の安全確保、(2)連続運行時の安全確保

①線路上運行時の走行位置の検知
②輸送力拡大のために必要となる、(1)連結運行時の安全確保、(2)連続運行時の安全確保

今後の課題

・ ・ ・ ・


